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令和元年１０月２３日判決言渡 

平成３１年（ネ）第１００１８号 損害賠償請求本訴，使用料規程無効確認請求反

訴控訴事件（原審・東京地方裁判所平成２８年（ワ）第２８９２５号，平成２９年

（ワ）第１７０２１号） 

口頭弁論終結日 令和元年８月７日 

判         決 

 

控 訴 人     株 式 会 社 ひ の き 

 

訴訟代理人弁護士     中   田   祐   児 

同            島   尾   大   次 

同            高   木   誠 一 郎 

同            益   田   歩   美 

同            妹   尾       祥 

同            柴   谷       亮 

同            美   馬   和   仁 

 

被 控 訴 人     一般社団法人日本テレビジョン放送著作権協会 

 

訴訟代理人弁護士     前   田   哲   男 

同               中   川   達   也 

同            福   田   祐   実 

同            岡   崎       洋 

同            村   尾   治   亮 

同            新   間   祐 一 郎 

同            千   葉   健 太 郎 
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主       文 

１ 本件控訴に基づき，原判決を次のとおり変更する 

⑴ 控訴人は，被控訴人に対し，４７２２万１２３８円及びうち２０

０６万８９３１円に対する平成２８年９月１０日から支払済みまで，

うち２７１５万２３０７円に対する平成３０年４月１日から支払済

みまで，それぞれ年５分の割合による金員を支払え。 

⑵ 被控訴人のその余の請求をいずれも棄却する。 

⑶ 控訴人の反訴請求を却下する。 

２ 訴訟費用は，第１審，第２審を通じて，これを８分し，その１を控

訴人の負担とし，その余を被控訴人の負担とする。 

３ この判決は，第１項⑴に限り，仮に執行することができる。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

 １ 原判決を取り消す。 

２ 被控訴人の請求を棄却する。 

３ 被控訴人が平成２５年９月４日文化庁長官に届け出た使用料規程第３条⑴及

び⑵はいずれも無効であることを確認する。 

第２ 事案の概要（略語は，特に断りのない限り，原判決の例による。） 

 １ 事案の要旨 

本訴は，著作権等管理事業法に基づき登録を受けた著作権等管理事業者であ

り，放送法で定めるテレビジョン放送による地上基幹放送を行う放送事業者か

ら信託により著作権及び著作隣接権の有線放送権等の管理委託を受けた被控

訴人が，有線テレビジョン放送事業を行っている控訴人に対し，控訴人は被控

訴人の許諾を受けることなく平成２６年４月１日以降継続して上記放送事業

者の地上テレビジョン放送を受信して有線放送し，被控訴人の著作権及び著作

隣接権の有線放送権を侵害したと主張して，有線放送権侵害の不法行為に基づ
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く損害賠償請求として，民法７０９条，著作権法１１４条３項及び４項により，

３億５９１３万００２４円（被控訴人が平成２５年９月４日に文化庁長官に届

け出た使用料規程（甲５。本件使用料規程）に基づく使用料相当損害金３億２

６４８万１８４０円及び弁護士費用３２６４万８１８４円の合計額）及びうち

１億７８１２万６４３８円（平成２６年４月１日から平成２８年３月３１日ま

での分）に対する平成２８年９月１０日（訴状送達の日の翌日）から支払済み

まで，うち１億８１００万３５８６円（平成２８年４月１日から平成３０年３

月３１日までの分）に対する平成３０年４月１日から支払済みまで年５分の割

合による遅延損害金の支払を求める事案である。 

反訴は，控訴人が，本件使用料規程第３条⑴及び⑵がいずれも無効であるこ

との確認を求める事案である。 

原判決は，被控訴人の請求のうち，１億７９５６万５０１２円及びうち８９

０６万３２１９円に対する平成２８年９月１０日から支払済みまで，うち９０

５０万１７９３円に対する平成３０年４月１日から支払済みまで，それぞれ年

５分の割合による金員の支払を求める限度で認容し，その余の被控訴人の請求

を棄却し，控訴人の反訴請求を却下した。 

控訴人は，原判決を不服として，本件控訴を提起した。 

 ２ 前提事実 

以下のとおり訂正するほか，原判決「事実及び理由」の第２の１（３頁１７

行目～１３頁１行目）に記載のとおりであるから，これを引用する。 

  ⑴ 原判決４頁７行目冒頭から９行目末尾までを次のとおり改める。 

  「イ(ア) 控訴人は，昭和６３年９月に設立され，有線テレビジョン放送施設の

設置許可を得て，徳島県板野郡北島町，松茂町の各全域及び上板町の一

部の区域において有線テレビジョン放送事業を行っている株式会社であ

る。 

      控訴人が設立された当時，地上波テレビ放送の方式はアナログであっ
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たところ，控訴人は，その設立当初より，毎日放送，朝日放送，関西テ

レビ，四国放送，テレビ大阪及び讀賣テレビ（毎日放送等６社）から放

送法に基づく再放送の同意を得て，アナログ方式の地上テレビジョン放

送を，放送内容に対して加工又は中断することなく，同時に再放送して

いた。 

なお，毎日放送等６社のうち四国放送を除く５社が上記同意の際に控

訴人に交付した同意書（乙５４の２～４，５５の２～４，５６の１・２，

５７の２・３，５９の２・３）には，各社が保有する著作権及び著作隣

接権に関する対価について，将来状況に応じて請求することがある旨記

載されていたが，被控訴人が設立される以前には，毎日放送等６社が控

訴人に対して，上記対価の支払を求めることはなかった。 

その後，地上テレビジョン放送の方式は，平成２４年３月３１日に，

アナログ方式からデジタル方式に完全移行した。 

（以上につき，乙４３，５４～５９，８１）」 

⑵ 原判決４頁１８行目及び５頁５行目の「各放送」を，いずれも「各地上テ

レビジョン放送（デジタル方式）」と改める。 

⑶ 原判決５頁１５行目の「各放送局との契約に従い，」を削除する。 

⑷ 原判決７頁７行目末尾に行を改めて次のとおり加える。 

  「オ 本件使用料規程４条は，「本規程に定める使用料は，著作権等の利用の

態様に照らして特に必要であると認められる場合に限り，契約の促進又は

管理の効率化を図るため，減額することができる。」と定めている（以下

「本件減額措置」という。）。 

⑸ 原判決７頁８行目冒頭から１３行目末尾までを次のとおり改める。 

「⑸ 被控訴人とケーブルテレビ連盟との間の基本合意 

ア 被控訴人の前身である「ケーブルテレビ再放送の有料化に関する管理団

体設立検討準備会」は，平成２４年１１月３０日，一般社団法人日本ケー
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ブルテレビ連盟（以下「ケーブルテレビ連盟」という。）に対し，「地上

民放テレビをケーブルテレビで再放送する際の著作権および著作隣接権の

使用料算定方式について（その２）」と題する文書（甲２６）を送付した。

ケーブルテレビ連盟は，我が国のケーブルテレビ事業者（有線テレビジョ

ン放送事業者）を会員とする団体であり，控訴人は同連盟の会員である。 

上記文書には，ケーブルテレビ再放送使用料算定方式（案）として，本

件使用料規程と同様に，年間の包括的利用許諾契約を結ぶ場合の再放送使

用料について，区域内再放送を「有料視聴世帯数×１ｃｈあたり年額１２

０円×ｃｈ数」とし，区域外再放送を「有料視聴世帯数×１ｃｈあたり年

額６００円×ｃｈ数」とするものが記載されていた。 

その後，上記準備会及びその後身である被控訴人とケーブルテレビ連盟

との間で，使用料算定方式に関する交渉が続けられ，平成２５年４月１７

日，被控訴人とケーブルテレビ連盟との間で，「地上民放テレビをケーブ

ルテレビで再放送する際の著作権および著作隣接権の使用料（平成２６年

度～平成２８年度）についての基本合意」（甲１１。以下「本件基本合意」

という。）を締結した。」 

⑹ 原判決７頁２１行目の「放送波等」を「放送波及びテレビ東京系列の放送」

と改める。 

⑺ 原判決７頁２３行目の「ケーブル連盟」を「ケーブルテレビ連盟」と改め

る。 

⑻ 原判決９頁１行目末尾に行を改めて次のとおり加える。 

「オ 本件基本合意⑶は，再放送使用料の支払対象期間の開始を平成２６年４

月１日以降とし，平成２６年度（平成２６年４月１日～平成２７年３月３

１日）の再放送使用料については，使用料の５０％を軽減する措置を設け

ると定めている。 

 カ 本件基本合意⑷は，平成２９年度以降の再放送使用料及び減額措置の取



6 

 

扱いは，経済状況等を勘案し，かつ，本件基本合意の内容を尊重して，協

議取り決めるものと定めている。」 

⑼ 原判決９頁１２行目末尾に行を改めて次のとおり加える。 

「また，放送法は，地上基幹放送事業者に上記義務を負わせるとともに，

放送対象地域内において受信の障害が発生している区域があるときは，有線

テレビジョン放送事業者に当該区域において同時再放送を行う義務を負わせ

ている（放送法１４０条１項）。そして，当該再放送については，著作権法

上も放送事業者の有線放送権が適用されないこととされている（著作権法９

９条２項）。」 

⑽ 原判決１１頁５行目冒頭から１３頁１行目末尾までを次のとおり改める。 

「⑻ 控訴人による地上テレビジョン放送の同時再放送に係る同意の取得状

況 

ア 控訴人は，遅くとも，平成２６年２月１３日までに毎日放送から，同年

３月７日までにテレビ大阪から，同月２０日までに四国放送から，同年４

月１日までに関西テレビから，同年５月２７日までに朝日放送から，それ

ぞれ，各放送事業者のデジタル方式の地上テレビジョン放送を同時再放送

することの同意を得て，それ以降，これらの放送を同時再放送している。 

なお，上記毎日放送等５社が同意の際に控訴人に交付した再放送同意書

（乙１～５）には，再放送される放送に関し，各社が被控訴人に委託して

いる著作権及び著作隣接権について，控訴人と被控訴人との間で再放送の

許諾に関する契約を締結し，被控訴人に許諾の対価（使用料）を支払うこ

とを要する旨の記載がある。 

（以上につき，乙１～５，８１） 

イ 控訴人は，讀賣テレビに対しても，毎日放送等５社に対してと同様に，

デジタル方式の地上テレビジョン放送の同時再放送について同意するよう

求めたが，讀賣テレビが同意しなかったため，平成２３年６月２１日付け
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で，放送法１４４条１項に基づき総務大臣に対する同意裁定の申請を行っ

た。 

総務大臣は，平成２５年７月２３日，讀賣テレビに対し，徳島県板野郡

北島町及び松茂町の各全域につき同時再放送に同意しなければならない

との裁定をしたが，同郡上板町の区域については，同意しなければならな

いとは認められないとの裁定をした。控訴人は同裁定に対し異議申立てを

したが，総務大臣は，平成２７年２月２５日，同異議申立てを棄却した。 

控訴人は，同年６月２日，東京高等裁判所に対し，上記棄却決定の取消

しを求める訴えを提起した。東京高裁は，平成２９年１２月７日，上記棄

却決定を取り消す判決をし，同判決に対する上告受理申立ては平成３０年

９月６日に不受理となり，同判決は確定した。 

（以上につき，乙６，７，６０，９０，１１０） 

⑼ 控訴人と被控訴人の間の同時再放送に係る利用許諾に関する交渉の経緯 

 ア 被控訴人は，平成２５年１２月２６日，控訴人に対し，「一般社団法人

日本テレビジョン放送著作権協会からのお知らせ」と題する文書（甲９の

１）を送付した。 

同文書には，①被控訴人が，平成２５年１２月１日に，全国の地上テレ

ビジョン放送事業者から，同時再放送に必要な著作権及び著作隣接権の管

理委託を受けたこと，②被控訴人は，平成２６年４月に地上テレビジョン

放送の同時再放送を有料化することに向けて，ケーブルテレビ事業者との

間で再放送の利用許諾契約を締結する準備を進めていること，③被控訴人

は，ケーブルテレビ連盟との合意により，ケーブルテレビ連盟加盟者のう

ち希望者とは，被控訴人，ケーブルテレビ連盟及び当該希望者の３者契約

（以下，単に「３者契約」という。）により利用許諾契約を締結している

こと，④被控訴人は，３者契約を希望しないケーブルテレビ事業者とは，

被控訴人と当該希望者との２者契約（以下，単に「２者契約」という。）
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により利用許諾契約を締結していること，⑤控訴人は，ケーブルテレビ連

盟に対して委任状を提出していないので，被控訴人と２者契約を締結する

ことになる旨などが記載され，２者契約による場合の案内資料として，資

料１（「手続きに関するご案内」）及び資料２（「ＪＡＳＭＡＴ『年間の

包括的利用許諾契約』による使用料一覧」。以下「本件使用料一覧（２者

契約）」という。なお，「ＪＡＳＭＡＴ」とは，被控訴人（英文名称「Japan 

Association for the Management of Television Rights」。甲１）の略称で

ある。）が同封されていた。 

本件使用料一覧（２者契約）には，使用料の減額措置について，次のと

おり記載されている。 

(ア) 一般利用者に対する減額措置 

 ａ 一般利用者に対する減額措置とは，本件使用料規程にかかわらず，

使用料徴収に伴う利用者側の新たな経済的負担・経営環境の変化を考

慮して，当分の間，年間の包括的利用許諾契約（毎年４月～翌年３月

末の年度単位）について行う減額措置をいう。 

ｂ この場合の１世帯１ｃｈあたり年額使用料は，以下のとおりである。 

なお，区域外再放送（欠落波，重複波等）の使用料の詳細は，被控

訴人の事務局に問い合わせてほしい。 

(a) 区域内再放送  年額２８円 

⒝ 区域外再放送（欠落波）  年額１４４円 

⒞ 区域外再放送（重複波等） 年額６００円 

ｃ 使用料算出方法は，区域内再放送，区域外再放送（欠落波），区域

外再放送（重複波等）の各波につき，以下の算定式で算出された金額

の合計額に消費税相当額を加算する。ただし，平成２６年度の使用料

のみ半額に軽減する。 

「有料視聴世帯数×１ｃｈあたり年額×ｃｈ数」 



9 

 

ｄ 課金対象契約世帯数の１５％を受信障害対策世帯とみなして使用料

を免除する。ただし，区域内再放送に限るものとし，区域外再放送は

使用料を徴収する。 

(イ) 大口・安定利用者に対する減額措置 

 ａ 大口・安定利用者に対する減額措置とは，以下のいずれかに該当す

る利用者に対し，平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日まで

の間，年間の包括的利用許諾契約について行う減額措置をいう。 

  (a) 大口利用者：有料視聴世帯数５万世帯以上の利用者 

  ⒝ 安定利用者：下記①～④のいずれにも該当する利用者 

   ① 被控訴人と年間の包括的利用許諾契約の締結を平成２６年３

月３１日までに申し出た者 

   ② 前年度年額使用料全額（消費税含む）を被控訴人が定める期日

までに遅滞なく支払った者 

   ③ 年額使用料全額（消費税含む）を被控訴人が定める期日までに

遅滞なく支払う者 

   ④ 使用料徴収・分配に必要な資料を被控訴人が定める期日までに

遅滞なく提出した者 

ｂ この場合の１世帯１ｃｈあたり年額使用料は，以下のとおりである。 

なお，区域外再放送（欠落波，重複波等）の使用料の詳細は，被控

訴人の事務局に問い合わせてほしい。 

(a) 区域内再放送  年額２４円 

⒝ 区域外再放送（欠落波）  年額１２０円 

⒞ 区域外再放送（重複波等） 年額６００円 

ｃ 使用料算出方法及び使用料免除対象 

前記(ア)のｃ及びｄと同じ 

    （以上につき，甲９，乙１１） 
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   イ 控訴人は，平成２６年１月２３日，被控訴人に対し，通知書（乙１２の

１）を送付し，前記アの連絡文書（甲９の１）の記載内容に関し，ケーブ

ルテレビ連盟の加盟者のうち希望者については３者契約とする理由，３者

契約の場合と２者契約の場合の使用料等契約条件の相違の有無等につい

て，質問した。   

被控訴人は，同年２月６日，控訴人に対し，連絡文書（乙１３）を送付

し，３者契約とするのは，使用料徴収義務を効率的に行うために，ケーブ

ルテレビ連盟に対して，加盟者の使用料算出に必要なデータの収集や使用

料徴収の事務代行を依頼するからであること，３者契約と２者契約では，

使用料等契約条件に異なる点があることなどを回答した。 

控訴人は，同月１２日，被控訴人に対し，通知書（乙１４の１）を送付

し，本件基本合意は３者契約にのみ適用され，２者契約には適用されない

のかなどの点について，質問した。 

被控訴人は，同年３月６日，控訴人に対し，連絡文書（乙１５）を送付

し，本件基本合意は２者契約には適用されないことなどを回答した。 

また，この間に，被控訴人は，同年２月２７日，控訴人に対し，ケーブ

ルテレビ事業者による地上民放テレビ同時再放送に関し，地上テレビジョ

ン放送事業者の保有する著作権及び著作隣接権について，被控訴人との間

で許諾契約を締結するよう求める文書（甲１０の１）を送付した。同文書

には，資料として，「許諾契約に関するご案内」（資料Ａ），本件使用料一覧

（２者契約）（資料Ｆ）などが同封されていた。 

    （以上につき，甲１０，乙１２～１５） 

ウ 控訴人は，平成２６年４月１日，被控訴人に対し，①本件基本合意に基

づく使用料は，ケーブルテレビ連盟に加入する有線テレビジョン放送事業

者に対し，等しく適用されなければならない，②本件基本合意は，区域内

再放送と区域外再放送とで，また区域外再放送のうち欠落波と重複波とで
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大きな格差をつけている点で不合理であり，訂正されるべきである，③控

訴人は，上記②により訂正されるべき本件基本合意に基づく使用料にて許

諾契約の締結をするよう申し出る旨を記載した通知書（甲１２，乙１６の

１）を送付した。 

被控訴人は，同月１７日，控訴人に対し，①本件基本合意は，本件使用

料規程に定める使用料の減額措置を定めたものであり，ケーブルテレビ連

盟を当事者に加えて，ケーブルテレビ連盟，被控訴人及び有線テレビジョ

ン放送事業者の３者で許諾契約が締結される場合にのみ適用される，②本

件基本合意における区域内と区域外，欠落波と重複波の使用料の区別は，

ケーブルテレビ連盟との協議に基づき合意された合理的なものである，③

本件基本合意に基づく使用料が訂正されるべきことを前提とする許諾契

約の締結の申出には応じられない旨を記載した連絡文書（甲１３の１，乙

１７）を送付した。 

    （以上につき，甲１２，１３，乙１６，１７） 

エ 控訴人は，平成２６年１０月２日，被控訴人に対し，①本件基本合意に

記載された「有料視聴世帯数×１世帯１ｃｈあたり年額２４円×区域内再

放送ｃｈ数」の使用料は，有線テレビジョン放送事業者が被控訴人の管理

する地上波テレビジョン番組の著作物を使用する場合の価格として公定さ

れたものである，②本件基本合意は，区域内再放送と区域外再放送を区別

し，区域外再放送の使用料を「１世帯１ｃｈあたり年額１２０円」と定め

ているが，両者を区別する理由はなく，区域内再放送の使用料の５倍もの

高額とするのは合理性を欠くことから，区域外再放送の使用料に関する合

意は無効である，③控訴人は，区域内再放送と区域外再放送を区別するこ

となく，「１世帯１ｃｈあたり年額２４円」で計算した使用料を支払いたい

ので被控訴人の振込口座を知らせてほしい旨を記載した通知書（甲６，乙

１８の１）を送付した。 
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被控訴人は，同月１１日，控訴人に対し，①被控訴人と控訴人の間でい

まだ許諾契約は締結されていないので，上記支払の申出には応じられない，

②仮に許諾契約が存在したとしても，本件基本合意は２者契約には適用さ

れないし，控訴人による使用料の算定方法にも誤りがある，③控訴人が平

成２６年４月１日以降に民放局の再放送を行っているとすれば，被控訴人

が管理する著作権及び著作隣接権の侵害に該当し，控訴人に損害賠償債務

が発生する，④上記③の債務額の算定は，許諾契約が事前に締結されてい

た場合と同額とはならない旨を記載した連絡文書（甲１４の１，乙１９）

を送付した。 

その後も，控訴人と被控訴人との間で，再放送利用許諾に関する交渉が

続いたが，上記のとおり，本件基本合意の２者契約への適用の可否，区域

外再放送の使用料の算定方法等について，双方の主張に大きな隔たりがあ

ったため，利用許諾契約の締結には至らなかった。 

（以上の点につき，甲６，７，１４，１５，１７，３１，乙１８～２１） 

オ 控訴人は，被控訴人を被供託者とし，①平成２６年１１月１０日，平成

２６年度分の使用料として７６万９１７６円を，②平成２８年３月２４日，

平成２７年度分の使用料として１６７万８６８３円を，③平成２９年３月

３１日，平成２８年度分の使用料として１６９万０６５８円を，④平成３

０年４月３日，平成２９年度分の使用料として１７０万３２５５円を，⑤

平成３１年４月１日，平成３０年度分の使用料として１７２万４４０６円

を，それぞれ供託した。 

  また，控訴人は，上記各供託に係る供託通知書（甲１６，１８，３２，

乙７５，１２９）に，「供託の原因たる事実」として，①控訴人は，被控

訴人に対し，上記各年度の地上テレビジョン放送及びその番組の著作権，

著作隣接権の使用料として，上記供託金額の支払債務を弁済期の定めなく

負担している，②控訴人は，上記各供託金額の現金を準備した上，被控訴
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人に対し，これを支払う旨通知したが，受領を拒否されたため（あるいは，

被控訴人が上記供託金額を受領しないことが明らかであるため），これを

供託する，③上記供託金額は，本件基本合意に基づき，「有料視聴世帯数

×１世帯１ｃｈあたり年額２４円×区域内再放送ｃｈ数」の計算式で算定

したものである（なお，本件基本合意は区域外再放送の使用料を「１世帯

１ｃｈあたり年額１２０円」と定めているが，かかる定めは不合理であっ

て無効であるため，区域外再放送の使用料についても，区域内再放送と同

額として算定している。）旨を記載した（ただし，上記なお書きについて

は，甲１６にのみ記載した。）。 

（以上につき，甲１６，１８，３１，３２，乙７５，１２９）」 

 ３ 争点 

⑴ 本訴について 

   ア 請求及び請求原因の特定の十分性（争点１） 

   イ 本件信託契約の適法性又は有効性（争点２） 

   ウ 本件有線放送権の使用許諾の有無（争点３） 

   エ 権利の濫用，信義則違反又は公序良俗違反等の有無（争点４） 

   オ 損害額（争点５） 

  ⑵ 反訴について 

   ア 確認の利益の有無（争点６） 

   イ 本件使用料規程の有効性（争点７） 

第３ 争点に関する当事者の主張 

以下のとおり訂正するほか，原判決「事実及び理由」の第３の１ないし７（１

３頁１２行目～３７頁１行目）に記載のとおりであるから，これを引用する（た

だし，上記記載中，「ケーブル連盟」を「ケーブルテレビ連盟」と改めるもの

とする。）。 

 １ 争点１（請求及び請求原因の特定の十分性）について 
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   原判決１４頁５行目冒頭から１１行目末尾までを次のとおり改める。 

「加えて，本件使用料規程は，被控訴人への委託者である地上テレビジョン

放送事業者が著作隣接権を有する放送を受信して継続的に再放送するという

利用態様を想定し，そのような利用についての著作隣接権の対価のほか，被控

訴人への委託者が著作権を単独で保有している放送番組に限り，その著作権の

対価をも含めた包括的な使用料を定めている。そして，控訴人は，まさに本件

使用料規程が想定するとおりの利用を行っているのであるから，放送番組の自

主製作番組の比率，外部製作比率によって本件使用料規程に基づく使用料が変

動することはない。 

以上のとおり，本訴請求及びその請求原因は十分に特定されている。 

〔控訴人の主張〕 

被控訴人は，本訴請求において，控訴人に対し，不法行為による本件有線放

送権の侵害を理由とする損害賠償を請求するのであるから，控訴人が再放送し

たテレビ番組を特定した上，被控訴人がその番組の著作権者，著作隣接権者で

あることを主張立証する必要がある。テレビ番組は，外部の番組製作会社が番

組製作に関与する場合が多く，自社製作番組の比率は放送事業者ごとにまちま

ちであって，これは被控訴人の主張する損害額の認定にも関わることである。 

しかるに，被控訴人は，被控訴人が本件有線放送権を有する著作物について，

単にチャンネル，地域，デジタル周波数をもって特定するだけで，具体的な著

作物を特定せず，著作物として保護されるための創作性の要件を具備すること

及び著作権の取得原因事実を特定していないので，主張自体失当である。」 

２ 争点３（本件有線放送権の使用許諾の有無）について 

  ⑴ 原判決１６頁１０行目末尾に改行して次のとおり加える。 

    「この場合，実体法的には，再放送に関してある種の契約関係が成立した

とみるほかない。放送法及び著作権法には，総務大臣の同意裁定が出された

場合に適切な使用料を定める規定はないが，著作権法６８条の趣旨に鑑み，
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裁判所が適切な使用料を定めるべきである。」 

  ⑵ 原判決１６頁２０行目冒頭から２４行目末尾までを次のとおり改める。 

  「ア 控訴人は，放送法による再放送の同意又は同意裁定は，同時に著作権及

び著作隣接権の使用許諾も含むのであり，著作権法６８条の趣旨に鑑み，

裁判所が適切な使用料を定めるべきであると主張する。 

しかし，放送法１１条が再放送の同意を要するとしているのは，放送秩

序を維持するとともに放送事業者の番組編集上の意図を保護して放送に

対する国民の信頼を保護するためであるから，この同意制度は，放送事業

者の著作権や著作隣接権など財産的利益を保護するための制度とは異な

るものである。また，放送法に著作権及び著作隣接権の使用料についての

規定が置かれていないことは，同法が著作権及び著作隣接権の許諾や使用

料に関知しないことを意味しているから，著作権法６８条を類推すべき状

況にない。さらに，日本が加盟する「実演家，レコード製作者及び放送機

関の保護に関する国際条約」は，放送の再放送について放送機関が許諾権

を享有することを規定した上で（１３条），この許諾権について加盟国が

「強制許諾」を国内法令で定めることを禁止している（１５条）。仮に放

送法上の同意裁定によって著作隣接権について許諾があったとみなされ

るならば，そのような制度は同条約違反となる。」 

  ⑶ 原判決１７頁１７行目末尾に改行して次のとおり加える。 

「イ 控訴人は，総務大臣の同意裁定が出されたにもかかわらず，別途放送事

業者から著作隣接権等の使用について同意を得なければならないとする

と，同意裁定が無意味となる旨主張する。 

   しかし，著作権等管理事業者による著作権及び著作隣接権の行使は，原

則として許諾をし，その使用料を請求することによって行われるのであり

（著作権等管理事業法１６条），かつその際の使用料の額には，著作権等

管理事業法に基づき公的な規制が及んでいるのであって（同法１３条，１
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４条，１９条，２０条），利用者の立場からみると，正当な理由がない限

り許諾を拒否されず，かつ公的規制の及んでいる使用料規程を超えて使用

料を請求されないことが保障されている。」 

 ３ 争点４（権利の濫用，信義則違反又は公序良俗違反等の有無）について 

  ⑴ 原判決１９頁１８行目末尾の後に改行して次のとおり加える。 

    「また，放送は，今や，国民の生活にとって欠くことのできない情報や娯

楽の提供手段となっており，特に災害時には，テレビの放送からもたらされ

る情報は，国民の生命，身体，財産を守るために必要欠くべからざるもので

ある。このような意味で，放送は，電気，ガス，水道，鉄道などと同じく，

生活を営むために必要不可欠な基本的なライフラインというべきものである

ところ，電気，ガス，水道，鉄道などの基本的なライフラインの使用につい

ては，同じサービスを受けるについて料金に差をつけることは，法の下の平

等に反することとして禁止されている。」 

⑵ 原判決１９頁２３行目末尾の後に改行して次のとおり加える。 

  「本件基本合意がこのような差をつけているのは，放送業界において，放

送事業者はそれぞれが免許を受けた地域において利益を得るべきであるとの

秩序を作っており，区域外再放送はこのような放送業界の秩序を崩すもので

あるから，できるだけ区域外再放送を行なわせないようにして，放送業界の

秩序を守ろうとする意図に基づいている。」 

⑶ 原判決２０頁１３行目末尾の後に改行して次のとおり加える。 

「また，放送は，憲法２１条が規定する表現の自由の保障の下で，国民の

知る権利を実質的に充足し，健全な民主主義の発達に寄与するものとして，

国民に広く普及されるべきものである。それにもかかわらず，区域外の視聴

者は区域内の視聴者に比べて高い視聴料を支払わなければならないのは，国

民の知る権利を侵害するものである。」 

⑷ 原判決２４頁１４行目冒頭から２２行目末尾までを次のとおり改める。 
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「しかし，そもそも被控訴人は控訴人との利用許諾契約締結を拒んでおら

ず，控訴人に対し，再三にわたり，他の有線テレビジョン放送事業者と同条

件での利用許諾契約締結を誘引しており，それにもかかわらず，控訴人が被

控訴人との契約締結を拒み，かつ，契約を締結しないまま再放送を行ってい

るために，不法行為に基づく損害賠償を請求しているにすぎず，請求金額も

著作権法１１４条３項，４項に基づく正当なものである。しかも，被控訴人

は，控訴人に対して再放送の差止めを請求していない。 

また，毎日放送等５社が再放送の同意をし，讀賣テレビについて同意裁定

があったとしても，前記のとおり，放送法上の制度と著作隣接権の制度は異

なるので，本件使用料規程に基づく使用料相当額の損害賠償を請求すること

は，権利濫用ないし信義則違反に当たるものではない。」 

  ⑸ 原判決２７頁５行目ないし６行目の「①区域内再放送については対価を不

要とすべきである」を，次のとおり改める。 

「①区域内再放送は，放送対象地域内において地上基幹放送があまねく受

信されるようにすることを補完し，地上基幹放送事業者が放送法９２条の定

める義務を達成することに資するという側面を有しているから，対価を不要

とすべきである，」 

  ⑹ 原判決２９頁２１行目末尾に行を改めて次のとおり加える。 

    「使用料が視聴者に転嫁されるのであれば，控訴人の営業利益が１２００

万円程度であるとしても，被控訴人に使用料を支払えば赤字続きになるとか，

赤字を避けようとすれば讀賣テレビの再放送を断念するしかないなどという

ことにはならない。 

    本件使用料規程に基づく使用料（年間の包括的利用許諾契約を締結した場

合）は，区域外再放送についても１波・１世帯当たり６００円であり，月額

５０円にすぎない。また，契約者が控訴人に支払っている金額は，何らオプ

ションをつけない場合の最低料金であっても月額１８００円（消費税別）で
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ある。仮に原判決により支払を命じられた区域外再放送１波当たり月額５０

円／区域内再放送１波当たり月額１０円が全額契約者に転嫁されても，区域

外５波及び区域内１波のすべてを合計して２６０円が追加されるにすぎな

い。」 

 ４ 争点５（損害額）について 

  ⑴ 原判決３３頁２行目冒頭から２６行目末尾までを次のとおり改める。 

  「⑷ 本件使用料規程では，「年間の包括的利用許諾契約を結ぶ場合」（３条

⑴）と「年間の包括的利用許諾契約によらない場合」（同条⑵）とを区別

し，前者の使用料を後者の使用料の２分の１としているところ，現時点に

おいて被控訴人と契約を締結している有線テレビジョン放送事業者は年

間を通じた再放送を行っているので，「年間の包括的利用許諾契約によら

ない場合」に基づく支払をしている事業者は存在しない。 

しかし，有線テレビジョン放送事業者が１年に満たない期間に限定して

有線放送を行うことも想定することができ，また，使用料規程のうちその

侵害の行為に係る著作物等の利用の態様について適用されるべき規定に

よる使用料の算出方法が複数あるときは，各方法により算出した額のうち

最も高い額を請求できることから（著作権法１１４条４項），本件有線放

送権の行使につき被控訴人が受けるべき金銭の額に相当する額（同条３項）

を算定するに当たっては，本件使用料規程のうち「年間の包括的利用許諾

契約によらない場合」の条項によることが相当である。 

そして，同条４項を設けた趣旨に鑑みれば，「最も高い額」となる算出

方法による許諾実績がなくとも，同項の適用は妨げられないと解すべきで

ある。 

なお，仮に控訴人が，被控訴人からの申込みの誘引に応じて利用許諾契

約締結の申込みをしていれば，本件減額措置が適用され，控訴人が支払う

べき使用料は，平成２６年度は４４７万０５７０円（消費税別），平成２
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７年度は９０３万４２４８円（消費税別）であったものである。上記使用

料は，本件使用料一覧（２者契約）の「一般利用者に対する減額措置」を

適用したものであり，区域内再放送（四国放送）につき年額２８円，区域

外再放送（毎日放送等６社のうち四国放送を除く５社）につき年額１４４

円，平成２６年度はその半額で計算した金額である。また，上記５社の区

域外再放送の年額が同じ金額となるのは，被控訴人は，２者契約の場合も，

本件基本合意に基づく場合と同様の減額措置をとっているからである（本

件基本合意⑵①参照）。 

しかし，控訴人は，被控訴人から文書による注意喚起を受けていながら，

本件有線放送権を侵害する再放送を平成２６年４月以降も継続し，その結

果，被控訴人は不法行為に基づく損害賠償請求訴訟の提起まで余儀なくさ

れている。このような控訴人の侵害行為について，被控訴人が本件訴訟を

通じて受けるべき金銭の額に相当する額を算定するに当たっては，契約の

促進等のための措置である本件減額措置が考慮されるべきでないことは

明らかである。 

⑸ また，実際にも，本件減額措置の適用を受けずに，被控訴人に対して使

用料を支払っている有線テレビジョン放送事業者は存在する。 

被控訴人は，著作権等管理事業を開始した平成２６年度以降，年間の包

括的利用許諾契約によって区域外再放送を許諾するに当たり，累計１２社

（平成２７年度１０社，同２８年度９社，同２９年度９社）の有線テレビ

ジョン放送事業者につき，本件減額措置を施さずに，有料視聴世帯数に地

上テレビジョン放送１波当たり年額６００円を乗じた額の使用料を徴収

している。 

なお，平成２６年度は，被控訴人が著作権等管理事業を開始した初年度

であることから半額への軽減措置を講じた結果，１世帯１ｃｈ当たり年額

６００円で徴収した実績はないが，この金額を前提として軽減措置を講じ
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た金額（１世帯１ｃｈ当たり年額３００円）を徴収した事業者は１０社存

在する。 

また，上記１２社は，いずれも重複波等の区域外再放送を行った者であ

る。 

⑹ 控訴人による供託は，使用料を名目とするものであり，著作権等侵害の

損害賠償債務を名目とするものではないから，損害賠償債務の弁済に当た

らない。」 

  ⑵ 原判決３４頁１７行目末尾に行を改めて次のとおり加える。 

   「⑶ また，著作権法１１４条３項の定める「著作権又は著作隣接権の行使

につき受けるべき金銭の額に相当する額」を算定するに当たり複数の使

用料相当額が想定される場合，その物の価格又は権利の使用料として実

際に市場において成立している価格（正規品の実売小売価格）に基づい

て算定すべきである。 

本件では，本件使用料規程に基づいて，被控訴人と年間の包括的利用

許諾契約を結び，区域内再放送，区域外再放送の使用料を支払っている

有線テレビジョン放送事業者は存在せず，被控訴人は，本件基本合意に

基づき，有線テレビジョン放送事業者から使用料を徴収している。 

なお，被控訴人は，本件使用料規程に基づき，１世帯１ｃｈ当たり年

額６００円の区域外再放送の使用料を支払っている有線テレビジョン放

送事業者が累計１２社存在する旨主張する。しかしながら，被控訴人の

主張によっても，上記１２社は，いずれも重複波等の区域外再放送を行

った者であるから，本件使用料規程に基づく使用料を支払ったのではな

く，本件基本合意⑴③の定めに基づき，「有料視聴世帯数×１世帯１ｃ

ｈあたり年額６００円×区域外再放送（重複波等）ｃｈ数」の使用料を

支払った者であるといえ，被控訴人の主張は失当である。 

したがって，本件使用料規程に基づき上記損害額を算定することは，
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誰も支払っていない使用料に基づいて使用料相当の損害額を算定するも

のであって，到底認められない。」 

５ 争点６（確認の利益の有無）について 

  ⑴ 原判決３５頁９行目冒頭から１０行目末尾までを次のとおり改める。 

    「しかし，控訴人の事業は放送を再放送することであるから，今後も，控

訴人と被控訴人との間で，いくらの使用料を支払うべきかが問題になる。そ

の場合に，被控訴人は控訴人に対し本件使用料規程に基づく損害を請求する

のであるから，控訴人には，本件使用料規程の定める使用料が有効か無効か

について判断を求める法律的利益がある。本訴請求において本件使用料規程

の有効性について判断されたとしても，控訴人と被控訴人の間の紛争を終局

的に解決することはできない。」 

  ⑵ 原判決３６頁５行目冒頭から７行目末尾までを次のとおり改める。 

    「また，仮に将来において控訴人が本件と同様の不法行為を行い，それに

対して被控訴人が損害賠償請求をするとすれば，当該損害賠償請求において

使用料相当損害金の算定が行われ，その前提として本件使用料規程が公序良

俗に反するか等も判断される。それらの請求（本訴請求）から離れて，本件

使用料規程の有効・無効それ自体を民事訴訟によって確定する必要性は認め

られない。 

不法行為に基づく損害賠償請求は，差止請求と異なり，事後的に損害の補

填を図るための制度であるから，被害者が将来の不法行為を予測してあらか

じめ損害賠償額の算定を訴訟で求めたり，加害者が今後不法行為を自ら行う

ことを前提としてその賠償額の算定を事前に裁判所に求めたりすることは許

されず，その算定の前提事項について事前に確認を求めることもできない。」 

第４ 当裁判所の判断 

当裁判所は，被控訴人の請求は，損害賠償金４７２２万１２３８円及びうち

２００６万８９３１円に対する平成２８年９月１０日から支払済みまで，うち
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２７１５万２３０７円に対する平成３０年４月１日から支払済みまで，それぞ

れ年５分の割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由があり，被控訴人

のその余の請求は理由がなく，控訴人の反訴請求は訴えの利益を欠くため不適

法であると判断する。 

その理由は，以下のとおりである。 

 １ 争点１（請求及び請求原因の特定の十分性）及び争点２（本件信託契約の適

法性又は有効性）について 

   原判決３７頁１０行目の「原告が」から１４行目末尾までを次のとおり改め

るほか，原判決「事実及び理由」の第４の１及び２（３７頁３行目～３８頁２

２行目）に記載のとおりであるから，これを引用する。 

「被控訴人が著作権法１１４条３項の「著作権…又は著作隣接権の行使につ

き受けるべき金銭の額」の算定根拠として主張する本件使用料規程第３条は，

有料視聴世帯数に月額２０円（区域内再放送）若しくは１００円（区域外再放

送）又は年額１２０円（区域内再放送）若しくは６００円（区域外再放送）を

乗じた金額に消費税相当額を加算した額を地上テレビジョン放送１波当たり

の使用料と定めており，視聴する著作物の数量，種類などの個別的な事情は使

用料の額を左右しない。」。 

 ２ 争点３（本件有線放送権の使用許諾の有無）について 

   原判決３９頁２１行目冒頭から４０頁６行目末尾までを次のとおり改め   

るほか，原判決「事実及び理由」の第４の３（３８頁２３行目～４０頁１１行

目）に記載のとおりであるから，これを引用する。 

「⑵ これに対し控訴人は，①地上テレビジョン放送事業者が再放送の同意を

する場合は，同時に著作権及び著作隣接権の使用許諾もするものであるから，

控訴人による毎日放送等６社の番組の同時再放送は本件有線放送権を侵害す

るものではない，②上記①のように解さないと，有線テレビジョン放送事業者

が再放送の同意を得たとしても，別途著作権及び著作隣接権の使用許諾を得な



23 

 

い限り，再放送をできないことになり，放送法の定める再放送同意制度，総務

大臣による同意裁定制度の趣旨を損なう旨主張する。 

しかしながら，上記①の点について，再放送の同意又は同意裁定があったか

らといって，当然に著作権及び著作隣接権の使用許諾があったと解することが

できないことは，前記⑴のとおりである。また，仮に再放送同意をもって著作

権及び著作隣接権の使用許諾と同視するのであれば，放送法や著作権法におい

て，かかる場合の使用料の協議方法，算定方法について規定が置かれるべきで

あるところ，そのような規定は設けられていない。この点に照らしても，控訴

人の上記主張は採用することができない。 

次に，上記②の点について，控訴人が主張する問題点は，再放送同意により

著作権及び著作隣接権の使用許諾がされたとする解釈をとらなくとも，地上テ

レビジョン放送事業者が有線テレビジョン放送事業者に対し，正当な理由なく

著作権及び著作隣接権の使用許諾を拒んだ場合に権利濫用の法理を活用する

ことや，著作権及び著作隣接権侵害の不法行為に基づく損害賠償額の算定を適

切に行うことにより，回避することが可能である。 

したがって，控訴人の上記主張は採用することができない。」 

 ３ 争点４（権利の濫用，信義則違反又は公序良俗違反等の有無）及び争点５（損

害額）について 

   本件事案に鑑み，争点５から判断する。 

  ⑴ 争点５（損害額）について 

前記判示したところによれば，控訴人が，被控訴人の許諾を受けることな

く，平成２６年４月１日以降継続して毎日放送等６社の地上テレビジョン放

送を受信して有線放送した行為については，本件有線放送権の侵害が認めら

れるところ，既に説示したところに照らせば，控訴人にはこの点につき少な

くとも過失があったことが認められる。そこで，以下，被控訴人の損害額に

ついて検討する。 
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被控訴人は，控訴人が本件有線放送権を侵害したことにより被控訴人が受

けた損害の額として，著作権法１１４条３項及び４項により算定される損害

額を主張する。そして，被控訴人は，使用料規程による使用料の算出方法が

複数あるときは各方法により算出した額のうち最も高い額を請求することが

できるとして（同条４項），本件使用料規程の「年間の包括的利用許諾契約

によらない場合」（３条⑵）に基づき，有料視聴世帯数に対し，区域内再放

送につき１世帯１ｃｈ当たり月額２０円，区域外再放送につき１世帯１ｃｈ

当たり月額１００円を乗じた金額が，本件有線放送権侵害による損害額とな

る旨主張する。 

他方，控訴人は，本件使用料規程に基づいて，被控訴人と年間の包括的利

用許諾契約を結び，区域内再放送，区域外再放送の使用料を支払っている有

線テレビジョン放送事業者は存在せず，被控訴人は本件基本合意に基づき有

線テレビジョン放送事業者から使用料を徴収しているのであるから，本件使

用料規程に基づき上記損害額を算定することは失当である旨主張する。 

そこで，この点について検討する。 

ア 認定事実 

   前記前提事実と証拠（甲１，乙２５，６８，８１，１３２）及び弁論の

全趣旨を総合すれば，被控訴人とケーブルテレビ事業者との間の同時再放

送に係る利用許諾契約に関する交渉状況及び使用料の徴収状況について，

以下の事実が認められる。 

  (ア) 控訴人は，昭和６３年の設立当初より，毎日放送等６社から放送法

に基づく再放送の同意を得て，アナログ方式の地上テレビジョン放送を

同時再放送していた。 

なお，上記再放送に当たり，毎日放送等６社が控訴人に対して，各社

が保有する著作権及び著作隣接権に関する対価の支払を求めることはな

かった。そして，控訴人以外のケーブルテレビ事業者が，地上テレビジ
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ョン放送事業者から放送法に基づく再放送の同意を得て，アナログ方式

の地上テレビジョン放送を同時再放送する場合にも，同様に，地上テレ

ビジョン放送事業者がケーブルテレビ事業者に対して対価の支払を求め

ることはなかった。 

  (イ) 被控訴人は，地上テレビジョン放送事業者から，これらの事業者が

有する著作権及び著作隣接権のうちテレビジョン放送と同時に行う有線

放送権等の管理委託を受け，当該事業者に代わり，当該地上テレビジョ

ン放送を有線テレビジョン放送で同時再放送する際の当該事業者の著作

権及び著作隣接権の管理を行うことなどを目的として，平成２５年４月

に設立され，原判決別紙信託者目録記載の地上テレビジョン放送事業者

１１４社から，著作権及び著作隣接権のうち有線放送権について，信託

による管理委託を受けた。 

    被控訴人の前身である「ケーブルテレビ再放送の有料化に関する管理

団体設立検討準備会」は，平成２４年１１月３０日，ケーブルテレビ連

盟に対し，「地上民放テレビをケーブルテレビで再放送する際の著作権

および著作隣接権の使用料算定方式について（その２）」と題する文書

（甲２６）を送付した。同文書には，ケーブルテレビ再放送使用料の算

定方式（案）として，本件使用料規程と同様に，年間の包括的利用許諾

契約を結ぶ場合の再放送使用料について，区域内再放送を「有料視聴世

帯数×１ｃｈあたり年額１２０円×ｃｈ数」とし，区域外再放送を「有

料視聴世帯数×１ｃｈあたり年額６００円×ｃｈ数」とするものが記載

されていた。 

    これに対し，ケーブルテレビ連盟は，①区域内再放送は，放送対象地

域内において地上基幹放送があまねく受信されるようにすることを補完

し，地上基幹放送事業者が放送法９２条の定める義務を達成することに

資するという側面を有しているから，対価を不要とすべきである，②基
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幹放送普及計画（昭和６３年１０月１日郵政省告示第６６０号。乙２５）

における「基幹放送を国民に最大限に普及させるための指針」において，

地上基幹放送局を用いて行われるテレビジョン放送に関し，民間基幹放

送事業者の放送については，総合放送４系統の放送が全国各地域におい

てあまねく受信できること等を定めていることが，欠落波の区域外再放

送に対するニーズが生じる要因になっており，そのことを使用料におい

て斟酌すべきである旨主張した。 

(ウ) その後，前記(イ)の準備会及びその後身である被控訴人とケーブルテ

レビ連盟との間で，使用料算定方式に関する交渉が続けられ，平成２５

年４月１７日，被控訴人とケーブルテレビ連盟との間で本件基本合意を

締結した。 

本件基本合意（甲１１）では，「年間の包括的利用許諾契約を結ぶ場

合の再放送使用料」の適用に当たり，区域内再放送につき１世帯１ｃｈ

当たり年額２４円，区域外再放送（欠落波）につき１世帯１ｃｈ当たり

年額１２０円，区域外再放送（重複波等）につき１世帯１ｃｈ当たり年

額６００円と定めたほか，区域外再放送の使用料に関し，重複波等のう

ち，平成２５年１月１日時点で適法に同意を得て再放送しているもので

あって，かつ使用料徴収開始後も適法同意が継続して行われる場合は，

１世帯１ｃｈ当たり年額１２０円とするなどの減額措置を定めた。また，

平成２６年度の再放送使用料については，使用料の５０％を軽減する措

置を設けた。 

(エ) 被控訴人は，平成２５年１２月２６日，控訴人に対し，「一般社団法

人日本テレビジョン放送著作権協会からのお知らせ」と題する文書（甲

９の１）を送付した。 

同文書には，①被控訴人が，全国の地上テレビジョン放送事業者から，

同時再放送に必要な著作権及び著作隣接権の管理委託を受けたこと，②
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被控訴人は，平成２６年４月に地上テレビジョン放送の同時再放送を有

料化することに向けて，ケーブルテレビ事業者との間で再放送の利用許

諾契約を締結する準備を進めていること，③被控訴人は，ケーブルテレ

ビ連盟加盟者のうち希望者とは，被控訴人，ケーブルテレビ連盟及び当

該希望者の３者契約により利用許諾契約を締結し，３者契約を希望しな

いケーブルテレビ事業者とは，被控訴人と当該希望者との２者契約によ

り利用許諾契約を締結していること，④控訴人は，ケーブルテレビ連盟

に対して委任状を提出していないので，被控訴人と２者契約を締結する

ことになる旨などが記載されていた。 

上記文書に同封された本件使用料一覧（２者契約）（甲９の１）には，

使用料の減額措置として，一般利用者に対する減額措置と大口・安定利

用者に対する減額措置があること，前者の減額措置を受けると，年間の

包括的利用許諾契約を締結する場合の使用料は，区域内再放送につき１

世帯１ｃｈ当たり年額２８円，区域外再放送（欠落波）につき１世帯１

ｃｈ当たり年額１４４円，区域外再放送（重複波等）につき１世帯１ｃ

ｈ当たり年額６００円となることなどが記載されている。 

その後，控訴人と被控訴人との間で，再放送利用許諾に関する交渉が

続けられたが，本件基本合意の２者契約への適用の可否，区域外再放送

の使用料の算定方法等について，双方の主張に大きな隔たりがあったた

め，利用許諾契約の締結には至らなかった。 

(オ) 被控訴人は，控訴人以外のケーブルテレビ事業者に対しても，控訴

人に対して行ったのと同様の方法により，被控訴人が全国の地上テレビ

ジョン放送事業者から同時再放送に必要な著作権及び著作隣接権の管理

委託を受けたことなどを伝え，被控訴人との間で，３者契約又は２者契

約の形式により，同時再放送の利用許諾契約を締結するよう勧誘した。 

   被控訴人による使用料徴収の対象となる全国３８４の有線テレビジョ
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ン放送事業者のうち，控訴人ほか１社を除く３８２事業者は，上記勧誘

に応じ，被控訴人との間で，本件基本合意に基づく３者契約又は本件使

用料一覧（２者契約）に基づく２者契約（乙６８等）により，年間の包

括的利用許諾契約を締結した。 

   なお，２者契約の場合も，本件基本合意に基づく３者契約を締結した

場合と同様の減額措置（前記(ウ)）がとられている。 

イ(ア) 以上のとおり，被控訴人は，地上テレビジョン放送事業者から管理

委託を受けた著作権及び著作隣接権の有線放送権に基づき再放送の利用

許諾をするに当たり，ほぼ全てのケーブルテレビ事業者との間で，３者

契約又は２者契約の方式により年間の包括的利用許諾契約を締結し，３

者契約の場合は本件基本合意に基づき，２者契約の場合は本件使用料一

覧（２者契約）に基づき定められた使用料額をケーブルテレビ事業者か

ら徴収していることが認められる。 

一方，被控訴人と３者契約又は２者契約の方式により年間の包括的利

用許諾契約を締結したケーブルテレビ事業者のうち，本件基本合意に基

づく減額措置（３者契約の場合）又は本件使用料一覧（２者契約）に基

づく減額措置（２者契約の場合）を受けることが可能であるにもかかわ

らず，減額措置を受けずに，本件使用料規程に定められた区域内再放送

の使用料（１世帯１ｃｈ当たり年額１２０円）及び区域外再放送の使用

料（１世帯１ｃｈ当たり年額６００円）を支払っている事業者は存在し

ない。 

    そして，控訴人は，適法に同意を得て，又は総務大臣による同意裁定

を得て，毎日放送等６社の地上テレビジョン放送を同時再放送している

ものであり，ケーブルテレビ連盟の会員でもあることから，仮に控訴人

が希望すれば，被控訴人との間で，本件基本合意に基づく３者契約又は

本件使用料一覧（２者契約）に基づく２者契約を締結することが可能で
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あって，その場合の再放送使用料は，上記減額措置の適用を受けて，区

域内再放送につき１世帯１ｃｈ当たり年額２４円（３者契約）又は２８

円（２者契約），区域外再放送につき１世帯１ｃｈ当たり年額１２０円

（３者契約）又は１４４円（２者契約）であり，平成２６年度の再放送

使用料については，使用料の５０％が軽減されるものと認められる（弁

論の全趣旨）。 

以上のような，被控訴人とケーブルテレビ事業者との間で締結された

同時再放送に係る利用許諾契約の内容，控訴人による本件有線放送権の

利用の態様等の事実を考慮すると，上記利用許諾契約の締結に当たり適

用された実績が全くない，本件使用料規程の「年間の包括的利用許諾契

約によらない場合」（３条⑵）又は「年間の包括的利用許諾契約を結ぶ

場合」（３条⑴）が，著作権法１１４条４項の「使用料規程のうちその

侵害の行為に係る著作物等の利用の態様について適用されるべき規定」

に該当するものとは認めらない。 

(イ) これに対し被控訴人は，①使用料規程による使用料の算出方法が複

数あるときは各方法により算出した額のうち最も高い額を請求すること

ができるとする著作権法１１４条４項を設けた趣旨に鑑みれば，「最も

高い額」となる算出方法による許諾実績がなくとも，同項の適用は妨げ

られない，②実際にも，被控訴人は，著作権等管理事業を開始した平成

２６年度以降，年間の包括的利用許諾契約によって区域外再放送を許諾

するに当たり，累計１２社（平成２７年度１０社，同２８年度９社，同

２９年度９社）の有線テレビジョン放送事業者につき，本件減額措置を

施さずに，有料視聴世帯数に地上テレビジョン放送１波当たり年額６０

０円を乗じた額の使用料を徴収している旨主張する。 

      まず，上記①の点について，著作権法１１４条４項は，同条３項によ

り損害の賠償を請求する場合において，当該著作権等管理事業者が定め
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る使用料規程により算出した金額をもって，同条３項に規定する金銭の

額とする旨を定めるものである。そして，同条３項は，不法行為による

著作権等侵害の際に著作権者等が請求し得る最低限度の損害額を法定し

た規定であるところ，不法行為に基づく損害賠償制度は，被害者に生じ

た現実の損害を填補することを目的とするものであるから，現実の損害

が発生しなかった場合には，それを理由とする賠償請求をすることがで

きないことは自明である。 

これを本件についてみるに，前記(ア)のとおり，被控訴人は，ほぼ全て

のケーブルテレビ事業者との間で，３者契約又は２者契約の方式により

年間の包括的利用許諾契約を締結し，３者契約の場合は本件基本合意に

基づき，２者契約の場合は本件使用料一覧（２者契約）に基づき定めら

れた使用料額をケーブルテレビ事業者から徴収しており，これらの事業

者のうち，本件基本合意に基づく減額措置又は本件使用料一覧（２者契

約）に基づく減額措置を受けることが可能であるにもかかわらず，これ

を受けずに，それよりも遥かに高額な，本件使用料規程３条⑴又は⑵に

定められた区域内再放送及び区域外再放送の使用料を支払っている事業

者は存在しない。被控訴人と控訴人との交渉の過程においても，本件基

本合意に基づく３者契約又は本件使用料一覧（２者契約）に基づく２者

契約によることが，当然の前提とされていたものである。 

      そして，このような被控訴人とケーブルテレビ事業者との間の同時再

放送に係る実際の利用許諾契約における使用料の額，控訴人による本件

有線放送権の利用の態様，控訴人と被控訴人の間の再放送同意に係る利

用許諾契約に関する交渉経緯（前記ア(エ)）等によれば，本件における使

用料相当額の算定に当たって，実際の利用許諾契約において用いられた

例がなく，かつ，上記減額措置を受ける場合と比較して使用料が遥かに

高額となる，本件使用料規程３条⑴又は⑵による場合の算定方法を用い
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ることは，被控訴人に生じた現実の損害の算定方法としてはおよそ非現

実的というべきであり，相当でない。 

次に，上記②の点について，被控訴人が，累計１２社の有線テレビジ

ョン放送事業者との間で，本件使用料規程に基づき，区域外再放送の使

用料を１世帯１ｃｈ当たり年額６００円とする年間の包括的利用許諾契

約を締結し，同規程に基づき算定された金額を徴収していることについ

ては，これを裏付けるに足りる客観的な証拠はない。また，被控訴人の

主張によれば，上記１２社はいずれも重複波等の区域外再放送を行った

者であるところ，前記認定の被控訴人とケーブルテレビ事業者との間の

同時再放送に係る利用許諾契約の締結状況に照らすと，上記１２社は，

本件基本合意に基づく３者契約又は本件使用料一覧（２者契約）による

２者契約を締結した上で，本件基本合意⑴③の定めに基づき，「有料視

聴世帯数×１世帯１ｃｈあたり年額６００円×区域外再放送（重複波等）

ｃｈ数」の使用料を支払ったものであると推認される。そして，上記１

２社において，本件基本合意に基づく減額措置（３者契約の場合）又は

本件使用料一覧（２者契約）に基づく減額措置（２者契約の場合）を受

けることが可能であるにもかかわらず，減額措置を受けずに，本件使用

料規程に定められた区域外再放送の使用料を支払っていることを認める

に足りる証拠はない。 

したがって，被控訴人の上記各主張を採用することはできない。 

ウ 被控訴人は，控訴人が本件有線放送権を侵害したことにより被控訴人が

受けた損害の額として，著作権法１１４条３項及び４項により算定される

損害額を主張するところ，前記イのとおり，本件において著作権法１１４

条４項を適用して，本件使用料規程３条⑴又は⑵に基づいて被控訴人の損

害の額を算定することは，相当でない。そこで，同条３項により算定され

る被控訴人の損害の額について，以下検討する。 



32 

 

同条３項は，著作権及び著作隣接権侵害の際に著作権者，著作隣接権者

が請求し得る最低限度の損害額を法定した規定である。また，同項所定の

「その著作権…又は著作隣接権の行使につき受けるべき金銭の額に相当

する額」については，平成１２年法律第５６号による改正前は「その著作

権又は著作隣接権の行使につき通常受けるべき金銭の額に相当する額」と

定められていたところ，「通常受けるべき金銭の額」では侵害のし得にな

ってしまうとして，同改正により「通常」の部分が削除された経緯がある。

そして，かかる法改正の経緯に照らせば，著作権及び著作隣接権侵害をし

た者に対して事後的に定められるべき，これらの権利の行使につき受ける

べき金銭の額は，通常の利用許諾契約の使用料に比べて自ずと高額になる

であろうことを考慮すべきである。 

これを本件についてみると，前記イ(ア)の被控訴人とケーブルテレビ事

業者との間の同時再放送に係る実際の利用許諾契約における使用料の額，

控訴人による本件有線放送権の利用の態様等の事実に加えて，控訴人と被

控訴人の間の再放送同意に係る利用許諾契約に関する交渉経緯など，本件

訴訟に現れた事情を考慮すると，著作権及び著作隣接権侵害をした者に対

して事後的に定められるべき，本件での利用に対し受けるべき金銭の額は，

被控訴人とケーブルテレビ事業者との間における再放送使用料を現実に

規律していると認められる本件基本合意及び本件使用料一覧（２者契約）

をベースとし，そこに定められた額を約１．５倍した額である，区域内再

放送につき１世帯１ｃｈ当たり年額３６円及び区域外再放送につき１世

帯１ｃｈ当たり年額１８０円とし，平成２６年度についてはその半額を下

らないものと認めるのが相当である。 

そこで，かかる算定方式に基づく使用料について検討する。 

(ア) 控訴人の有線放送（徳島県板野郡北島町及び松茂町の各全域並びに

上板町の一部の区域）の有料視聴世帯数は，平成２６年度は１万２５６
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８世帯（うち１５％である１８８５世帯を受信障害世帯とする。），平

成２７年度は１万２６９９世帯（うち１５％である１９０５世帯を受信

障害世帯とする。），平成２８年度は１万２７９０世帯（うち１５％で

ある１９１９世帯を受信障害世帯とする。），平成２９年度は１万２８

８５世帯（うち１５％である１９３３世帯を受信障害世帯とする。）で

あったものと認められる。 

また，徳島県板野郡北島町及び松茂町における控訴人の有線放送の有

料視聴世帯数は，控訴人が有線放送を行っている３つの町の合計世帯数

（平成２７年国勢調査結果速報値（甲８）によれば１万８９６１世帯）

のうち北島町及び松茂町の２町の世帯数（同１万４６９８世帯）の割合

を３町全体における控訴人の有料視聴世帯数（平成２６年度は１万２５

６８世帯，平成２７年度は１万２６９９世帯，平成２８年度は１万２７

９０世帯，平成２９年度は１万２８８５世帯）に乗じると，平成２６年

度は約９７４２世帯，平成２７年度は約９８４３世帯，平成２８年度は

約９９１４世帯，平成２９年度は約９９８８世帯となる。 

(イ) 次に，上記有料視聴世帯数に基づき使用料を算定すると，以下の計

算式のとおり，原判決別紙放送目録１記載の四国放送の放送につき，平

成２６年度が１９万２２９４円，平成２７年度が３８万８５８４円，平

成２８年度が３９万１３５６円，平成２９年度が３９万４２７２円であ

り，同目録２ないし６記載の毎日放送，朝日放送，関西テレビ，テレビ

大阪及び讀賣テレビの各放送につき，平成２６年度が５４０万１２６０

円，平成２７年度が１０９１万５０２０円，平成２８年度が１０９９万

３３２０円，平成２９年度が１１０７万５０４０円であると認められる。 

   そして，上記各金額の合計の３９７５万１１４６円に消費税８％を加

算した４２９３万１２３８円が使用料相当額であると認めるのが相当で

ある。 
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  （以下，計算式） 

① 区域内再放送（原判決別紙放送目録１記載の四国放送の放送） 

   平成２６年度（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで） 

   （１万２５６８世帯－１８８５世帯）×年額３６円×１ｃｈ×０．５ 

   ＝１９万２２９４円 

   平成２７年度（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで） 

   （１万２６９９世帯－１９０５世帯）×年額３６円×１ｃｈ 

   ＝３８万８５８４円 

平成２８年度（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで） 

   （１万２７９０世帯－１９１９世帯）×年額３６円×１ｃｈ 

   ＝３９万１３５６円 

平成２９年度（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで） 

   （１万２８８５世帯－１９３３世帯）×年額３６円×１ｃｈ 

   ＝３９万４２７２円 

② 区域外再放送のうち，原判決別紙放送目録２ないし５記載の毎日放

送，朝日放送，関西テレビ及びテレビ大阪の各放送について 

   平成２６年度 

１万２５６８世帯×年額１８０円×４ｃｈ×０．５ 

＝４５２万４４８０円 

平成２７年度 

１万２６９９世帯×年額１８０円×４ｃｈ 

＝９１４万３２８０円 

平成２８年度 

１万２７９０世帯×年額１８０円×４ｃｈ 

＝９２０万８８００円 

平成２９年度 
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１万２８８５世帯×年額１８０円×４ｃｈ 

   ＝９２７万７２００円 

③ 区域外再放送のうち，原判決別紙放送目録６記載の讀賣テレビの放

送について 

   平成２６年度 

９７４２世帯×年額１８０円×１ｃｈ×０．５ 

＝８７万６７８０円 

平成２７年度 

９８４３世帯×年額１８０円×１ｃｈ 

＝１７７万１７４０円 

平成２８年度 

９９１４世帯×年額１８０円×１ｃｈ 

＝１７８万４５２０円 

平成２９年度 

９９８８世帯×年額１８０円×１ｃｈ 

＝１７９万７８４０円 

(ウ) 上記のとおり，控訴人が平成２６年４月１日から平成３０年３月３

１日までの間に本件有線放送権を侵害した行為につき，本件有線放送権

の行使につき受けるべき金銭の額に相当する４２９３万１２３８円が，

被控訴人の受けた損害の額となる（著作権法１１４条３項）。 

   エ 以上のとおりであるから，著作権法１１４条３項により算定される損害

額に弁護士費用を加えた金額が，被控訴人の損害額と認められる。 

そして，控訴人の不法行為と相当因果関係にある弁護士費用は，前記ウ

により算定される損害額の約１割に当たる４２９万円を下らないと認め

るのが相当であるから，被控訴人の損害額は，４７２２万１２３８円（４

２９３万１２３８円＋４２９万円）である。 
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したがって，被控訴人は控訴人に対し，上記４７２２万１２３８円のほ

か，うち２００６万８９３１円（平成２６年度及び同２７年度分の使用料

相当額（合計１８２４万８９３１円）と弁護士費用相当額（１８２万円）

の合計）に対する平成２８年９月１０日から支払済みまでの遅延損害金，

及び，うち２７１５万２３０７円（平成２８年度及び同２９年度分の使用

料相当額（合計２４６８万２３０７円）と弁護士費用相当額（２４７万円）

の合計）に対する平成３０年４月１日から支払済みまでの遅延損害金の支

払を求めることができる。 

なお，控訴人は，被控訴人を供託者とし，平成２６年度ないし同２９年

度の地上テレビジョン放送及びその番組の著作権，著作隣接権の使用料と

して，４回にわたり，合計５８４万１７７２円を供託しているが（甲１６，

１８，３２，乙７５），これらの金額は，上記のとおり認定される本件有

線放送権の侵害に係る損害賠償額の１割ないし２割程度にすぎない。また，

上記供託金額は，本件基本合意において区域内再放送の使用料として定め

られた「１世帯１ｃｈあたり年額２４円」を，区域外再放送の使用料にも

用いて算定した金額であるところ，かかる算定方法は控訴人独自のもので

あって，採用し難いものである。 

したがって，控訴人による上記の各供託は，これを有効と解することは

できない。    

オ これに対し控訴人は，区域内再放送と区域外再放送のいずれについても，

本件基本合意で定められた区域内再放送の使用料に基づくのが相当であり，

有料視聴世帯数に対し，１世帯１ｃｈ当たり年額２４円を乗じた金額から

１５％を値引きしたものが損害額となる旨主張する。 

しかしながら，本件有線放送権の侵害による被控訴人の損害賠償額を算

定するに当たっては，被控訴人とケーブルテレビ事業者との間の同時再放

送に係る実際の利用許諾契約における使用料の額等を考慮するのが相当
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であることについては，前記イ(ア)及びウのとおりである。 

一方，被控訴人と３者契約又は２者契約を締結したケーブルテレビ事業

者にあって，本件基本合意又は本件使用料一覧（２者契約）に定められた

区域外再放送の使用料の算定方式に反して，１世帯１ｃｈ当たりの区域外

再放送の使用料として，区域内再放送と同額しか支払っていない者は存在

しない。 

したがって，このような実情を考慮すれば，控訴人の上記主張を採用す

ることはできない。 

  ⑵ 争点４（権利の濫用，信義則違反又は公序良俗違反等の有無）について 

    以下のとおり訂正するほか，原判決「事実及び理由」の第４の４（４０頁

１３行目～４９頁２２行目）に記載のとおりであるから，これを引用する。 

ア 原判決４１頁１行目冒頭から４６頁２０行目末尾までを次のとおり改め

る。 

   「ア 本件使用料規程について 

控訴人は，本件使用料規程が，有線テレビジョン放送事業者の再放送

を区域内再放送と区域外再放送を区別して使用料を設定すること，年間

の包括的利用許諾契約を締結する場合と締結しない場合を分けて使用料

を設定することに合理性はなく，設定された価格差も不合理であるとし

て，本件使用料規程は憲法第１４条１項の定める法の下の平等に反し，

公序良俗に違反し，国民の知る権利を侵害する旨主張する。 

しかしながら，前記⑴のとおり，本件有線放送権の侵害による被控訴

人の損害賠償額は，被控訴人とケーブルテレビ事業者との間の同時再放

送に係る実際の利用許諾契約における使用料の額等を考慮して，区域内

再放送につき１世帯１ｃｈ当たり年額３６円，区域外再放送につき１世

帯１ｃｈ当たり年額１８０円として算定した金額を損害額と認めるもの

であって，本件使用料規程３条⑴及び⑵に基づき損害額を算定すべきで
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ある旨の被控訴人の主張を採用するものではない。 

このように，本件使用料規程における区域内再放送と区域外再放送の

区別，年間の包括的利用許諾契約を締結する場合と締結しない場合の区

別及びその使用料の価格差の合理性の有無は，上記損害賠償額の認定を

左右するものではない。 

したがって，本件において，控訴人の上記主張に対する判断を要する

ものではない。 

 イ 本件基本合意について 

前記⑴ア(ウ)のとおり，本件基本合意は，区域内再放送と区域外再放送

を区別した上で，使用料の額を，年間の包括的利用許諾契約を結ぶ場合

には，区域内再放送について有料視聴世帯数に年額２４円を乗じた額，

区域外再放送のうち欠落波について有料視聴世帯数に年額１２０円を乗

じた額，区域外再放送のうち重複波等について有料視聴世帯数に年額６

００円を乗じた額（以上いずれも地上テレビジョン放送１波当たり）と

定めている。 

そして，前記⑴のとおり，本件有線放送権の侵害による被控訴人の損

害賠償額は，仮に控訴人が希望すれば，被控訴人との間で，本件基本合

意に基づく３者契約又は本件使用料一覧（２者契約）に基づく２者契約

を締結することが可能であって，その場合の再放送使用料は，上記減額

措置の適用を受けて，区域内再放送につき１世帯１ｃｈ当たり年額２４

円（３者契約）又は２８円（２者契約），区域外再放送につき１世帯１

ｃｈ当たり年額１２０円（３者契約）又は１４４円（２者契約）である

ことなどを考慮して，認定したものである。 

控訴人は，本件基本合意が，有線テレビジョン放送事業者の再放送を

区域内再放送と区域外再放送を区別して使用料を設定すること，区域外

再放送について欠落波と重複波等を分けて使用料を設定することに合理
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性はなく，再放送の同意につき公平・公正な使用料は１世帯１ｃｈ当た

り年額２４円であって，この金額を超える区域外再放送の使用料は不合

理であるとして，本件基本合意は憲法１４条１項の定める法の下の平等

に反し，公序良俗に違反し，国民の知る権利を侵害する旨主張する。 

そこで，本件基本合意において，区域内再放送と区域外再放送の使用

料及び区域外再放送のうち欠落波と重複波等の使用料の間に差を設け，

区域内再放送及び区域外再放送のうち欠落波（重複波等の再放送を行わ

ない場合）の使用料を１世帯１ｃｈ当たり年額２４円として，控訴人が

上記３者契約又は２社契約に基づき支払うべき区域外再放送の使用料

（１世帯１ｃｈ当たり年額１２０円又は１４４円）より低額としている

ことの合理性の有無について検討する。 

(ア) 控訴人は，放送事業者は，放送法に定める基幹放送を国民が全国

あまねく受信できるように協力すべき立場にあるので，これを補完す

る立場にある有線テレビジョン放送事業者の再放送に積極的に協力し

なければならないなどとして，区域内再放送と区域外再放送を区別す

るのは不合理である旨主張する。 

しかしながら，引用に係る原判決第２の１⑹のとおり，放送法上，

基幹放送には放送対象地域が定められており（放送法９１条２項２号），

基幹放送普及計画においては「放送対象地域ごとの放送系の数の目標」

が定められている上（同法９１条２項３号，基幹放送普及計画の第３），

基幹放送事業者は，その放送対象区域において，当該基幹放送があま

ねく受信できるように努めることとされている（放送法９２条）。ま

た，放送法は，地上基幹放送事業者に上記義務を負わせるとともに，

放送対象地域内において受信の障害が発生している区域があるときは，

有線テレビジョン放送事業者に当該区域において同時再放送を行う義

務を負わせている（放送法１４０条１項）。そして，当該再放送につ
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いては，著作権法上も放送事業者の有線放送権が適用されないことと

されている（著作権法９９条２項）。 

このように，放送法は放送対象地域の内と外で明確に区別をしてお

り，放送法に基づく基幹放送普及計画等により，放送対象地域制度を

前提として放送番組の地域性を確保するための制度設計がなされてい

る。そうすると，区域内再放送と区域外再放送とで一定の異なる扱い

をすること自体は法が予定しているというべきであるから，控訴人の

上記主張は失当である。 

(イ) 次に，本件基本合意における区域内再放送と区域外再放送の使用

料，区域外再放送のうち欠落波と重複波等の使用料の差違が合理性を

有するかについて検討する。 

ａ 本件基本合意は，本件使用料規程４条に定める減額措置（本件減

額措置）であると認められるところ，本件使用料規程においても，

本件基本合意と同様に，区域内再放送と区域外再放送を区別し，１

世帯１波当たりの使用料の価格につき，区域外再放送の価格を区域

内再放送の価格の５倍と定めている。 

本件使用料規程は著作権等管理事業法１３条に基づいて文化庁

長官に届出のされたものであるが，同法は，著作物の利用の円滑性

確保という観点から著作物等管理事業者に対して，使用料規程の作

成，届出義務を定めている。そして，同法は，使用料規程作成に当

たっての利用者又はその団体からあらかじめ意見を聴取する努力

義務と，使用料規程を届け出た場合における使用料規程の概要の公

表義務を定め，恣意的な使用料規程の作成を防止するとともに（同

法１３条），使用料規程において不相当に高額な使用料の額が設定

され著しく利用者の利益を害する場合などには，文化庁長官が一定

の要件の下で，業務改善命令（同法２０条）による是正措置を講じ
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ることとされている。このように，同法には，使用料規程の不合理

な使用料の規定の是正を図るための規定が置かれているところ，本

件においては，文化庁長官による被控訴人に対する業務改善命令が

なされた等の事実は認められない。 

ｂ また，日本音楽著作権協会，日本シナリオ作家協会，日本文芸著

作権保護同盟，日本放送作家組合，日本芸能実演家団体協議会は，

昭和５０年以降，個々のケーブルテレビ事業者に再放送の許諾を与

えており，その際に用いられた使用料の算定式は，区域外再放送と

区域内再放送の使用料に６倍の差を設けるものであって，上記団体

の一部については，現在も同様の算定式に基づき使用料の徴収を行

っていることが認められる（弁論の全趣旨）。 

ｃ さらに，地上基幹放送事業者は，それぞれの放送対象地域内にお

いて放送を行っているところ，有線テレビジョン放送事業者の提供

する区域外再放送は，視聴者にとってはその区域で当然には視聴す

ることのできない番組の視聴が可能になるものであるため，強い顧

客吸引力を有していることがうかがえる（甲２５）から，区域外再

放送に係る著作権等は，区域内再放送に係るそれよりも経済的な価

値が高いと評価することには十分な合理性があるといえる。 

ｄ 加えて，本件基本合意における使用料の額は，被控訴人の前身で

ある「ケーブルテレビ再放送の有料化に関する管理団体設立検討準

備会」からケーブルテレビ連盟に対し，本件使用料規程と同様の金

額を提案したところ，同連盟から，①区域内再放送は，放送対象地

域内において地上基幹放送があまねく受信されるようにすること

を補完し，地上基幹放送事業者が放送法９２条の定める義務を達成

することに資するという側面を有しているから，対価を不要とすべ

きである，②基幹放送普及計画における「基幹放送を国民に最大限
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に普及させるための指針」において，民間基幹放送事業者の放送に

ついては，総合放送４系統の放送が全国各地域においてあまねく受

信できること等を定めていることが，欠落波の区域外再放送に対す

るニーズが生じる要因になっており，そのことを使用料において斟

酌すべきである旨主張されたことを受けて，交渉の結果，ケーブル

テレビ事業者側の上記主張や，従前地上テレビジョン放送事業者が

ケーブルテレビ事業者に対して同時再放送に係る対価を請求して

こなかったことなどの事情を考慮して，相当の減額措置がとられた

ものである。 

(ウ)ａ 本来，著作権等の利用に係る許諾料は当事者の合意によって定

まるものであり，価格の算定に当たり著作権等の権利者を拘束する

明文の法規定はないから，区域内再放送と区域外再放送の使用料に

差を設けること，区域外再放送のうち欠落波と重複波等の使用料に

差を設けることは，当然に違法となるものではない。 

また，前記(ア)のとおり，放送法は，区域内再放送と区域外再放

送とで一定の異なる扱いをすることを予定しているものであり，地

上基幹放送事業者は，区域内再放送については，これをあまねく無

償で実現すべき義務を負う一方，区域外再放送については，これを

実現すべき義務を負うものではない。そして，視聴者にとっては，

区域外の放送を区域内の放送と同一の条件で視聴することができ

ることは，放送法に基づき当然に有する権利ではないといえる。 

そうすると，放送事業者から委託を受けた管理団体である被控訴

人において，前記(イ)のようなケーブルテレビ事業者の団体との交

渉結果を踏まえて，①区域内再放送の使用料について，放送事業者

の上記義務を補完する行為として，区域外再放送の使用料よりも減

額し，②区域外再放送のうち欠落波について，「基幹放送を国民に
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最大限に普及させるための指針」の定めがあることや，欠落波を生

じさせているのは地上テレビジョン放送事業者の問題でもあるこ

とを考慮して，区域外再放送のうち重複波等の使用料よりも減額し，

区域内再放送及び区域外再放送のうち重複波等の再放送を行わな

い場合の欠落波の使用料を１世帯１ｃｈ当たり年額２４円とする

ことには，一定の合理性があるといえる。 

ｂ また，本件基本合意に基づき算定される控訴人の使用料の額は，

毎日放送等６社の再放送使用料の合計で，１世帯当たり年額６２４

円（消費税別。区域内再放送１社（四国放送）につき年額２４円，

区域外再放送５社（四国放送以外の５社）につき各年額１２０円。）

であり，月額平均では５２円である。 

そして，かかる金額は，①控訴人の有線テレビジョン放送の視聴

料が，少なくとも１世帯当たり月額１８００円（消費税別）である

こと（弁論の全趣旨），②区域外再放送には顧客吸引力があるため，

控訴人において，上記使用料相当額の全部ないし相当部分を視聴料

に転嫁することに，さほど困難はないと考えられること，③本件使

用料規程は著作権等管理事業者法に基づき文化庁長官に届出がさ

れたものであり，同法には不合理な使用料の規程の是正を図るため

の規定が置かれているところ，本件においては，文化庁長官による

被控訴人に対する業務改善命令がなされた等の事実はうかがわれ

ないことに照らしても，不当に高額であるとはいえず，一定の合理

性を有するものである。 

ｃ 以上の事情を考慮すると，本件基本合意において，区域内再放送

と区域外再放送，区域外再放送のうち欠落波と重複波等を区別し，

その使用料に差を設けることは，合理的理由のない不当な差別的取

扱いであるということはできず，憲法１４条１項に違反するもので
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はない。また，同様の理由により，公序良俗に反するものであると

も，国民の知る権利を害するものであるとも認められない。 

(エ) これに対し控訴人は，①地上テレビジョン放送事業者は，区域内

再放送に比べて区域外再放送の場合に多額の費用を投じている事情

もなく，有線テレビジョン放送事業者は，放送対象地域を越えて飛び

出している電波を受信して再放送を行なっているにすぎない，②水道

事業等の公共事業においては料金について原価主義の考え方が採ら

れていることに鑑みても，区域内再放送と区域外再放送とを区別する

合理的な理由はない，③放送は，電気，ガス，水道，鉄道などと同じ

く，生活を営むために必要不可欠な基本的なライフラインというべき

ものであるところ，ライフラインの使用に関し，同じサービスを受け

るについて料金に差をつけることは，法の下の平等に反することとし

て禁止されているなどと主張する。 

しかしながら，上記①の点について，本件基本合意は，合理的理由

のない不当な差別的取扱いをするものではないことについては，前記

(ウ)のとおりであり，控訴人の主張する事実は，上記判断を左右する

ものではない。 

次に，上記②の点については，被控訴人の行う管理事業は水道事業

のような公営事業ではなく，また，水道法においては，水道事業者の

定める供給規程が「料金が，能率的な経営の下における適正な原価に

照らし公正妥当なものであること。」との要件に適合しなければなら

ないと定められている（同法１４条１項１号）のに対し，著作権等に

ついては再放送使用料を原価に基づいて設定すべきことが義務付け

られているものではない。このように，水道等の公益事業と被控訴人

の行う管理事業とは，その根拠法令，制度趣旨，使用料の算定の方法

等が異なっているのであり，水道事業との対比において本件使用料規
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程の合理性を判断することは相当ではない。 

上記③の点についても，上記②の点と同様に，著作権等については

再放送使用料を区域内再放送と区域外再放送とを問わず一律の額と

設定すべきことが義務付けられているものではないことから，控訴人

の主張を採用することはできない。 

控訴人の主張するその余の点も，前記(ウ)の判断を左右するもので

はない。」 

  イ 原判決４７頁２０行目の「本件使用料規程」を「本件基本合意」と改め

る。 

  ウ 原判決４７頁２５行目冒頭から４８頁２５行目末尾までを次のとおり改

める。 

    「⑸ 被控訴人の請求が独占禁止法に違反するとの主張について 

控訴人は，①被控訴人は，本件使用料規程等に基づく使用料契約を締結

するように迫り，控訴人がこれに応じないと，本訴を提起して不合理に高

額の損害賠償を求めるものであり，優越的地位を濫用するものとして独占

禁止法２条９項５号ハに違反する，②被控訴人の行為は，同項６号の「不

当に他の事業者を差別的に取り扱うこと」（同号イ）及び「不当な対価を

もって取引すること」（同号ロ）に該当し，同各号に基づき公正取引委員

会が指定する行為のうち，一般指定３号の「不当に，地域又は相手方によ

り差別的な対価をもって商品若しくは役務を供給し，又はこれらの供給を

受けること」（差別対価），同４号の「不当に，ある事業者に対し取引の

条件又は実施について有利な又は不利な取扱いをすること」（取引条件等

の差別取扱い）に該当する旨主張する。 

しかしながら，前記アのとおり，本件基本合意及び本件使用料一覧（２

者契約）の定める使用料が不合理に高額であるということはできないとこ

ろ，本件有線放送権の侵害による被控訴人の損害賠償額は，被控訴人にお
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いて，上記の規定に基づき算定された使用料をほぼ全てのケーブルテレビ

事業者から徴収していることなどの諸事情を考慮して認定したものであ

って（前記⑴イ），その金額が不合理に高額であるとはいえない。 

また，前記アのとおり，当裁判所は，本件使用料規程３条⑴及び⑵に基

づき損害額を算定すべきである旨の被控訴人の主張を採用するものでは

ないから，本件訴訟において被控訴人が同条に基づく損害賠償を請求する

ことが優越的地位の濫用，差別対価，取引条件等の差別取扱いに該当する

か否かは，上記損害賠償額の認定を左右するものではない。 

したがって，本件において，控訴人の上記主張に対する判断を要するも

のではない。」 

エ 原判決４９頁４行目冒頭から６行目末尾までを次のとおり改める。 

 「しかし，前記判示のとおり，本件基本合意及び本件使用料一覧（２者契

約）の定める使用料が不合理に高額であるということはできないところ，

本件有線放送権の侵害による損害賠償額は，被控訴人において，上記の規

定に基づき算定された使用料をほぼ全てのケーブルテレビ事業者から徴収

していることなどの諸事情を考慮して認定したものであって，その金額が

不合理に高額であるとはいえない。 

したがって，被控訴人の本訴請求が暴利行為に該当する旨の控訴人の主

張は理由がない。」 

４ 争点６（確認の利益の有無）について 

原判決５４頁２４行目冒頭から５５頁２行目の「こととなる。」までを次の

とおり改めるほか，原判決「事実及び理由」の第４の６（５４頁９行目～５５

頁６行目）に記載のとおりであるから，これを引用する。 

「また，被控訴人の本訴請求は，著作隣接権等の侵害を理由とする不法行為

に基づく損害賠償請求であり，著作権法１１４条３項及び４項に基づき損害額

を算出するよう求めるものであるところ，前記３⑴のとおり，かかる使用料相
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当損害額は，被控訴人とケーブルテレビ事業者との間の同時再放送に係る実際

の利用許諾契約における使用料の額，控訴人による本件有線放送権の利用の態

様等を考慮して算出されるものであって，本件使用料規程の３条⑴及び⑵が有

効であるか否かは，上記損害額の算定を直ちに左右するものではない。」 

５ 結論 

 以上によれば，被控訴人の損害賠償金３億５９１３万００２４円及びうち１

億７８１２万６４３８円に対する平成２８年９月１０日から支払済みまで，う

ち１億８１００万３５８６円に対する平成３０年４月１日から支払済みまで，

それぞれ年５分の割合による遅延損害金の請求は，損害賠償金４７２２万１２

３８円及びうち２００６万８９３１円に対する平成２８年９月１０日から支

払済みまで，うち２７１５万２３０７円に対する平成３０年４月１日から支払

済みまで，それぞれ年５分の割合による遅延損害金の支払を求める限度におい

て理由があるから認容し，その余は理由がないから棄却し，控訴人の反訴請求

は不適法であるから却下すべきところ，これと異なる原判決は一部失当であっ

て，本件控訴の一部は理由があるから，原判決を上記のとおり変更することと

して，主文のとおり判決する。 
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